
１ 事務事業に関する基本情報 令和 1 年度

担当係

施　策 5 連絡先

施策体系 1

主な事業

款 5

項 2

目 1 開始 ―

事業 304 終了 ―

２ 事務事業の概要

4 法令等名→

３ 活動指標、成果指標
単位

A ｍ

B 基

C 人

単位

A ｍ

B 頭

C 頭

D

４ コスト
H28年度 H29年度 R2年度

単位 実績 実績 目標 実績 目標 実績 目標

A ｍ 23,305 15,982 20,000 7,423 20,000 21,302 20,000
B 基 179 215 240 242 240 263 260
C 人 104 106 100 96 100 100 100
D

A ｍ 23,305 15,982 20,000 7,423 20,000 21,302 20,000
B 頭 837 301 800 522 800 537 800
C 頭 1,699 1,622 2,000 1,827 2,000 2,068 2,000
D

千円 79,356 68,863 85,972 61,365 78,381 82,882 80,555
人 2.0 2.0 2.0 1.0 2.0 2.0 2.0

千円 16,000 16,000 16,000 8,000 16,000 16,000 16,000
千円 63,356 52,863 69,972 53,365 62,381 66,882 64,555

国庫支出金（交付金・補助金） 千円

県支出金（交付金・補助金） 千円 30,755 22,649 23,200 24,986 26,433 32,579 23,848
地方債（借入金） 千円

事業収入（使用料・参加費等） 千円

一般財源（単町費） 千円 32,601 30,214 46,772 28,379 35,948 34,303 40,707

総合計画に最も
関連ある施策

活力ある産業づくり 0858-76-0208

農林水産業の振興
事業区分

□新規

有害鳥獣の被害防止対策を推進、生産農家の保護 ■継続

事務事業計画書兼評価表（A表）

事業番号 304 事業名 野生鳥獣被害防止事業費

担当課 産業観光課 林業水産係

予算区分

農林水産業費 事業実施
主体

■八頭町

林業費 □その他

林業総務費
計画期間

野生鳥獣被害防止事業費

事業の内容

事業の規模や業務量などを具体的に記載

　農作物等を有害鳥獣の被害から守るため、侵入防止柵（ワイヤーメッシュ柵、電気柵等）の設置や鳥獣の捕獲を推進する。

事業の手段

どういう方法、手順で事業を進めるのか、具体的に記載。

①侵入防止柵の設置推進
　小規模範囲の設置ではなく、広域的な範囲の設置促進を行う。
②鳥獣の捕獲
　猟友会と捕獲に係る委託契約を行うとともに、各集落の農事実行組合に対して捕獲檻の貸出しを行い、捕獲率の向上に努
める。
③担い手の確保と育成
　捕獲従事者（猟友会会員）の確保及び会員の加入促進を行う。

事業の対象
誰（何）に対してこの事業を行うのか記載

　農林水産業等の従事者、町民

事業の目的
誰（何）をどうするためにこの事業を行うのか記載

　イノシシやシカ等による有害鳥獣からの農作物等の被害防止及び有害鳥獣の捕獲

活動指標

事業の手段を図るものさし

有害鳥獣侵入防止柵延長

捕獲檻設置数

捕獲従事者数（猟友会会員数）

事業の成果
到達点

どんな成果を得たいのか、または、何がどうなれば達成か、具体的に記載

　有害鳥獣（イノシシ及びシカ）による農林作物等の被害軽減を図る。

根拠法令等 1．法令（義務） 2．法令（任意） 3．条例 4．規則・要綱等 5．なし
八頭町農林水産業間接補助事業補助金交付要綱
八頭町鳥獣に強いまちづくり支援事業補助金交付要綱
八頭町有害鳥獣捕獲奨励金交付要綱

区分
H30年度 R1年度

活動指標

成果指標

トータルコスト

成果指標

事業の成果、到達点を図るものさし

有害鳥獣侵入防止柵延長

イノシシ捕獲頭数

シカ捕獲頭数

担当職員数

職員人件費

事業費
事
業
費
財
源
内
訳



５ 実施活動内容・成果（到達点） 令和 1 年度

６ 事務事業の評価
評価点 点数

20
13
7
0
20
13
7
0
20
13
7
0

20

13

7

0

20

13

7

0

点数 評価点合計

80点以上
60～79点
50～59点
40～49点
30～39点
20～29点
19点以下

７ 課題及び今後の方向性

事務事業計画書兼評価表（B表）

実施活動内容・
成果（到達点）

実施活動内容（具体的に）

　有害鳥獣（特にシカ）による農作物の被害を低減させるため、侵入防止柵の設置及び有害鳥獣の捕獲を推進する。

成果（具体的に）

　侵入防止柵の設置（電気柵やワイヤーメッシュ柵）：21,302m
　捕獲頭数（シカ）：2,068頭

評価項目 チェックポイント 判断理由・評価コメント（具体的に記入のこと）

必要性
（町民ニーズ）

20

①必要性が高い

　鳥獣被害（人的被害・農作物被害）への住民の関心は
高いため、被害対策の必要性は非常に高いと考える。

②どちらかと言えば必要性がある

③必要性が低い

④必要性がない

効率性
（コスト削減の余

地は無いか）

7

①効率的である 　効率化の取組として侵入防止柵設置に係る補助金や
捕獲奨励金の見直し等が考えられるが、農業者や猟師
のモチベーションの低下が懸念されるため、慎重な検討
が必要である。

②どちらかと言えば効率的である

③どちらかと言えば非効率的である

④非効率的である

妥当性
（町が行わなけ

ればならないか）

20

①町が行わないといけない
　地域住民や農業経営者・従事者等の被害対策に対す
る意識の向上が重要だが、侵入防止柵や捕獲を推進す
るための行政支援は必要である。

②どちらかと言えば町が実施

③妥当性が低い

④妥当性がない

成　　果
（目的の達成状

況）

13

①成果が上がっている 　侵入防止柵の設置数の増加に伴い、農作物被害の軽
減が図られている。全体の生息数自体が未知ではあるも
のの、シカ・イノシシの捕獲頭数は増加しており、捕獲に
おいても成果が上がっていると考える。サルについては
捕獲が非常に困難であるため、関係機関や地域等と連
携した対応を行う。

②どちらかと言えば上がっている

③どちらかと言えば上がっていない

④成果が上がっていない

緊急性
（他事業に優先し
実施する必要があ

るか）

20

①緊急性が高い 　過疎・高齢化等による農業の担い手不足が深刻な問題
となっているなか、鳥獣による農作物被害等が農業経営
者等の生産意欲を低下させることが大変懸念される。令
和元年度には、小学生がサルに襲われる事案も発生し
ているため、優先度が非常に高い事業である。

②比較的緊急性がある

③緊急性が低い

④緊急性がない

４、見直しの上縮小する
５、終期設定し終了

1６、休止
７、廃止

二次評価 事業の方向性 判定説明・意見

一次評価 事業の方向性 判定に至った理由

1
１、拡充する

80 　過疎・高齢化等による農業の担い手不足が深刻
な問題となっており、鳥獣による農作物被害等がも
たらす農業経営者等の生産意欲の低下を防ぐこと
が喫緊の課題となっている。また、令和元年度に
は小学校児童がサルに襲われる事案も発生して
いるため、重要施策として有害鳥獣被害対策に今
後も取り組んでいかなければならない。

２、現状維持
３、改善・効率化し継続 評価点に

よる判定

課　題

事業活動に当たり、一番の問題と捉えていること。重点的に手当てする事柄、改善点、工夫したい箇所

　鳥獣害被害防止には、地域が一体となった取組が不可欠である。そのためには、地域組織の構築が必要であ
る。また、猟師が高齢化しているため、若手猟師の参入促進など人材の育成・確保が必要である。

今後の方向性

上記課題を解決していくため、次年度どんな活動を展開していくのか

　研修会等の実施を通じて鳥獣被害対策への取組や狩猟等に対する地域住民の意識の向上を図っていく。

2

１、拡充する
　シカ、イノシシ、クマ、サルなどの有害鳥獣の出没は、地域住民の安全な生
活を脅かすものであるとともに農作物被害による耕作意欲の減退にもつなが
り、高齢化等による農業の担い手不足をさらに深刻化させる大きな問題と
なっている。本町においては、近隣団体と比較しても鳥獣による被害が多い
状況が続くなか、これまでも国や県の財政的な支援を受けながら、侵入防止
柵の設置や捕獲奨励金の交付、檻の設置等の対策を積極的に推進してきた
ところであり、平成27年度からは捕獲個体の確認等を行う「鳥獣被害対策実
施隊員」を配置し、その取組を強化してきたところである。しかしながら、侵入
防止柵の設置延長や捕獲数が伸びていく一方で、有害鳥獣の生息数自体
が不明であるため、個体数の減少・抑制につながっているかどうか判断でき
ない状況にあることが成果を十分に確認するための障壁となっている。ま
た、最近は捕獲が非常に難しいサルの出没が多くなっており、地域との連携
等による対策が喫緊の課題となっている。捕獲の担い手の高齢化や不足も
課題となっており、人材の確保にも優先的に取り組まなければならない。今
後、集落ぐるみでの活動の推進、若年層を中心とする捕獲の担い手の育成・
確保、ジビエの推進等による捕獲個体の活用など様々な取組を総合的に推
進することによって、引き続き被害の防止・抑制を図るとともに、ＩＣＴなど最新
技術を活用した手法の研究等も行ったうえ、効果的で効率的な事業実施とな
るよう努めていただきたい。

２、現状維持

３、改善・効率化し継続

４、見直しの上縮小する

５、終期設定し終了

６、休止

７、廃止


